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 Ⅱ－１ 「子どもの権利条約」の権利構造 
 「子どもの権利条約」は、子どもの基本的人権を国際的に定めた条約である。1989 年の国連総
会において採択され 1990 年に発効されている。そして日本は、1994 年に批准している。18 歳未満
を「子ども」と定義し、子どもの生存、成長、発達の過程で特別な保護と援助に関する条項を規定し
たものである。条約は、前文および本文 54 条から成る。 
  条文の本文は、締約国が負うべき義務を規定する第 1 部（第 1 条から第 41 条）、主に「子どもの
権利に関する委員会」に関する第 2部（第 42 条から第 45 条）、および条約の発効や改正条件等を定
めた第 3部（第 46 条から第 54 条）により構成されている。第 1部の規定は、「生きる権利」、「育
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表 1 子どもの権利条約の権利構造  
Ⅱ－２ 基本理念の実行における条項 
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教育への権利          －28条 
 

















     －20条
 
障害のある子ども












自由    －14条 
 
結社・集会の自由 
      －15条 
 
プライバシー の保護 
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 （２）「守られる権利の条項」は、「虐待などからの保護（19 条）」、「養子縁組（21 条）」、
そして「特別な保護」を有する条項として、「家族環境を奪われた子どもの保護（20 条）」、
「障害のある子どもの保護（23 条）」、「法律に抵触した子どもの保護（37 条、39 条、40 条）」に
分類できる。そして、「虐待などからの保護（19 条）」や「養子縁組（21 条）」は、子ども虐待問
題において「子どもの最善の利益」を検討していく際に重要な条項となる。 
 （３）「参加する権利の条項」は、「子どもの意見の尊重（12 条）」、「表現の自由（13 条）」、
「思想・良心・宗教の自由（14 条）」、「結社・集会の自由（15 条）」、「プライバシーの保護





 「子どもの最善の利益」は、子どもの権利条約の 7 箇所で明示的に記述されている。すなわち、条
約の総則的規定（3 条）、親子関係と家庭環境に関する規定（9 条、18 条、20 条、21 条）、少年司

















































































































































































































































1・学校内の「援助チーム」（200X 年 4 月） 
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考えるような働きかけをした。 





























































































































えている国際機関である（子どもの権利条約，第 45 条）。 
（2）子どもの最善の利益（第 3 条）「子どもに関するすべての活動において、その活動が公的もし
くは私的な社会福祉機関、裁判所、行政機関または立法機関によってなされたかどうかにかかわら
ず、子どもの最善の利益が第一次的に考慮される。」（子どもの権利条約第 3 条 1 項）。「締約国
は、親、法定保護者または子どもに法的な責任を負う他の者の権利および義務を考慮しつつ、子ど
もに対してその福祉に必要な保護およびケアを確保することを約束し、この目的のために、あらゆ
る適当な立法および行政上の措置をとる。」（子どもの権利条約第 3 条 2 項）。「締約国は、子ど
ものケアまたは保護に責任を負う機関、サービスおよび施設が、とくに安全および健康の領域、職
員の数および適格性、ならびに職員の適正な監督について、権限ある機関により設定された基準に
従うことを確保する。」（子どもの権利条約第 3 条 3 項）。 






告書」の作成を終えて－ 一橋論叢 第 118 巻第 4 号，607-610. 
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